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１３．学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

１ 入学定員設定の考え方 

開志専門職大学の設置計画の策定にあたり、新潟県内における 18 歳人口の動向や

大学進学状況、近隣県内の高等学校を卒業した者の新潟県内の大学への入学者状況、

新設学部等の分野の動向及び想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況、さ

らには、新潟県内に所在する高等学校の在校生に対する進学需要調査の結果、新潟県

に所在する民間企業等を対象とした人材需要調査の結果などを総合的に勘案したう

えで、事業創造学部の入学定員を 80 名、情報学部の入学定員を 80 名としているこ

とから、十分な定員充足を見込むことができるものと考えている。 

 

２ 既設の専門学校の同分野の学科の定員未充足の原因分析等 

既設の専門学校の同分野の学科の定員未充足の原因は、近年の 18 歳人口の減少や

我が国の景気動向等が主な要因として考えられるが、他方、当該学科における養成す

る人材や習得する知識・能力などの教育内容に関する情報が受験生をはじめ保護者

や高校教員に十分理解されていないこと、さらには、当該専門分野における充実した

教育を受けるためには、専門学校における 2 年間の教育課程では不十分であると認

識されていることが要因であると考えられる。 

今般、設置を計画している開志専門職大学では、「理論に裏付けられた高度な実践

力を強みとして、専門業務を牽引できる人材」、「変化に対応して、新たなモノやサー

ビスを創り出すことができる人材」の養成という専門職大学における目的を踏まえ

たうえで、当該目的を達成するための 4 年間の学修期間を通じた「実践力」と「創造

力」を育むための充実した教育課程としていることから、学生の確保においては十分

に見込めるものと考えている。 

なお、既設の専門学校の同分野の学科の定員充足に向けては、今後、産業構造の変

化等に機敏に対応しつつ、産業社会の変化等を踏まえた人材の需要を適切に反映し

た教育内容の改編を推進するとともに、専門学校としての専門職大学との差別化と

特色化を図りつつ、さらなる学生募集戦略の強化による学生確保に努めることとし

ているが、同時に、当該学科における入学者数の実態や推移を見極めつつ、適正規模
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等について検討していくこととする。 

 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

１ 新潟県内の高等学校及び中学校の在籍者数による中長期的な見通し 

平成 30 年度の新潟県の学校基本調査（結果速報）によると、開志専門職大学の開

設年度に受験対象者となる新潟県内の高等学校（全日制）に在籍している 2 年生の

生徒数は 18,571 人、開設 2 年目に受験対象者となる新潟県内の高等学校（全日制）

に在籍している 1 年生の生徒数は 17,976 人となっている。 

【資料 1】高等学校の学年別生徒数 

また、開設 3 年目に受験対象者となる新潟県内の中学校に在籍している 3 年生の

生徒数は 19,064 人、完成年度に受験対象者となる新潟県内の中学校に在籍している

2 年生の生徒数は 18,519 人、完成年度の次年度に受験対象者となる新潟県内の中学

校に在籍している 1 年生の生徒数は 17,732 人で、新潟県の中学校を卒業した者の高

等学校等への進学率（過去 3 年間の平均 99.6％）を勘案した場合でも、今後、新潟

県内の大学受験対象者が大きく減少することはなく、中長期的な確保の見通しがあ

るものと思われる。 

【資料 1】中学校の学年別生徒数 

 

２ 新潟県内の高等学校を卒業した者の大学進学状況による見通し 

新潟県の平成 29 年度大学等進学状況調査によると、新潟県内の高等学校を卒業し

た者の過去 3 年間の大学等進学状況は、平成 29 年は卒業者 19,427 人のうち大学等

進学者は 8,799 人で大学等進学率は 45.3％、平成 28 年は卒業者 19,479 人のうち大

学等進学者は 9,091 人で大学等進学率は 46.7％、平成 27 年は卒業者 19,873 人のう

ち大学等進学者は 9,285 人で大学等進学率は 46.7％となっている。 

また、新潟県内の高等学校を卒業した者の過去 5 年間の大学等進学率は、平成 25

年の 45.0％から毎年微増源を繰り返しながら平成 29 年は 45.3％となっており、18

歳人口の減少期においても安定した大学等進学状況で推移している。 

【資料 1】高等学校の進路別卒業者の推移 

 

３ 新潟県内の大学を巡る現状と課題 

新潟県の高等学校（全日制・定時制）及び中等教育学校の卒業者（過年度卒業者を

含む）の県内県外別大学等進学者は、県外の大学等へ進学した者は、平成 27 年 3 月
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卒業者は、大学等進学者 10,343 人の 61.1％にあたる 6,320 人、平成 28 年 3 月卒業

者は、大学等進学者 10,201 人の 62.0％にあたる 6,329 人、平成 29 年 3 月卒業者は、

大学等進学者 9,973 人の 61.3%にあたる 6,116 人となっており、新潟県内の高等教

育機関の不足、特に、高学歴志向が高まる中で、魅力ある大学等の不足の状況がうか

がえる。 

【資料 1】県内県外別の進学者推移 

このことから、新潟県では、県政策の方向として、「魅力ある高等教育環境の充実」

を掲げており、新潟県が平成 25 年 3 月から主催している「新潟県人口問題対策会議」

では、「魅力ある学部の創設等、県内大学の魅力を高めることが必要」との意見が出

されているとともに、新潟県が平成 27 年 10 月に策定した「新潟県創生総合戦略」

では、「県内高等教育機関の教育内容の充実等により、魅力向上を図り、県内高等教

育機関への進学を促進する」こととしている。 

【資料 2】県内大学を巡る現状と課題 

今般、設置を計画している開志専門職大学は、新潟県の政策の方向性を踏まえたう

えで、「成長分野で新たなサービスや商品を開発できる理論にも裏付けられた実践力

や創造力を備えた人材の育成」を目的とする新たな高等教育機関として設置するも

のであり、県内の高等教育機関の魅力向上を図るとともに、県内高等教育機関への進

学の促進に貢献することが期待されている。 

 

４ 近隣県内の高等学校を卒業した者の入学者状況 

近隣県内の高等学校を卒業した者で、新潟県内の大学に入学した者の最近 5 年間

の平均値をみると、長野県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 266 人（内、私

立大学 106 人）、群馬県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 191 人（内、私立大

学 35 人）、富山県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 187 人（内、私立大学 42

人）、山形県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 286 人（内、私立大学 99 人）、

福島県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 277 人（内、私立大学 96 人）、秋田

県内の高等学校を卒業した者の入学者数は 180 人（内、私立大学 39 人）となってい

ることから、今後とも近隣県内の高等学校を卒業した者の新潟県内の大学への進学

者数については、一定程度、見込むことができるものと考えられる。 

また、現在、新潟県と隣接している長野県、群馬県、富山県、山形県及び福島県、

並びに秋田県を含む東北地域には専門職大学は設置されておらず、本学が専門職大

学を設置した場合、近隣県内の高等学校に在籍している生徒やその保護者、高等学校
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の教員に対して、専門職大学としての積極的な情報提供や募集活動を展開すること

により、近隣県内の高等学校を卒業した者で専門職大学への進学を志望する者の受

け皿になり得るとともに、近隣県内の高等学校を卒業した者の本学への進学を見込

めるものと考えられる。 

【資料 3】最近５年間の近隣県別の入学者状況 

 

５ 新設学部等の分野の動向及び想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況 

１）事業創造学部 

日本私立学校振興・共済事業団が策定した「平成 30（2018）年度私立大学・短期大

学等入学志願動向」の「主な学部別の志願者・入学者動向」をみると、専門職大学と

して設置する事業創造学部と同分野の経営学部の全国的な動向は、平成 26年から平

成 30 年までの 5 年間の入学定員に対する志願者数と志願倍率の平均は、入学定員

25,252人に対して志願者数 220,647人、志願倍率 8.74倍と安定した志願者数と志願

倍率で推移しており、入学定員充足率も 5年間の平均は、105.11％となっている。 

さらに、平成 30年においては、入学定員 25,431人に対して志願者数 268,888人、

志願倍率 10.57倍となっており、平成 29年の志願者数 239,665人、志願倍率 9.29倍

と比べると、志願者数で 29,223人、志願倍率で 1.28ポイント増加しており、新市場

や新製品の開発、新資源の獲得など経済成長の原動力となる革新と相俟って、今後も

経営学部の志願者数の増加を見込むことができるものと考えられる。 

【資料 4】学部別の志願者・入学者動向（経営学部） 

また、新潟県内において事業創造学部と同分野を有する大学で、かつ競合が想定さ

れる大学は、平成 30 年 4 月現在、新潟経営大学経営情報学部経営情報学科（入学定

員 120 人）、新潟産業大学経済学部経済経営学科（入学定員 80 人）、長岡大学経済

経営学部経済経営学科（入学定員 80 人）、新潟国際情報大学経営情報学部経営学科

（入学定員 85 人）で、各大学が公表している入試方式の集計値による最近 3 年間の

平均の志願者状況をみると、募集人員 422 人に対して志願者数 835 人、志願倍率約

1.98 倍となっている。 

      【資料 5】最近３年間の志願者状況等 

一方、新潟県の平成 30 年度学校基本統計速報によると、新潟県内の専門学校にお

いて事業創造学部と学問として対象とする分野が同一であると考えられる商業実務

関係のビジネス、経営、経理・簿記に関する学科等に在籍している生徒数は 815 人

となっている。 
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【資料 6】専門学校の学科別生徒数 

このように、事業創造学部との競合が想定される新潟県内の大学の学部・学科では、

18 歳人口の減少期においても安定した志願者数の確保と志願倍率を維持していると

ともに、事業創造学部と学問として対象とする分野が同一であると考えられる新潟

県内の専門学校の学科等においても一定数の在籍者が存在していることから、事業

創造学部の学生確保については見通しがあると考えている。 

２）情報学部 

    日本私立学校振興・共済事業団が策定した「平成 30（2018）年度私立大学・短期

大学等入学志願動向」の「主な学部別の志願者・入学者動向」をみると、専門職大学

として設置する情報学部と同分野の情報科学部の全国的な動向をみると、平成 26 年

から平成 30 年までの 5 年間の入学定員に対する志願者数と志願倍率の平均は、入学

定員 1,122 人に対して志願者数 19,618 人、志願倍率 17.49 倍と安定した志願者数と

志願倍率で推移しており、入学定員充足率も 5 年間の平均は、107.88％となってい

る。 

さらに、平成 30 年においては、入学定員 1,046 人に対して志願者数 22,836 人、

志願倍率 21.83 倍となっており、平成 29 年の志願者数 19,740 人、志願倍率 18.87

倍と比べると、志願者数で 3,096 人、志願倍率で 2.96 ポイント増加しており、高度

情報化社会に伴う情報技術に関連する経済活動全般の進展と相俟って、今後も情報

科学部の志願者数の増加を見込むことができるものと考えられる。 

【資料 4】学部別の志願者・入学者動向（情報科学部） 

また、新潟県内において情報学部と同分野を有する大学で、かつ競合が想定される

大学は、平成 30 年 4 月現在、新潟国際情報大学経営情報学部情報システム学科（入

学定員 65 人）、新潟工科大学工学部工学科知能機械・情報通信学系（入学定員 200

人）で、新潟国際情報大学が公表している入試方式の集計値による平成 30 年度の志

願者状況をみると、募集人員 65 人に対して志願者数 294 人、志願倍率約 4.52 倍、

入学定員充足率 129.2％となっている。 

なお、新潟工科大学工学部工学科は、学科の中に分野の異なる複数の学系を設けて

おり、学系ごとの入学定員・志願者数・志願倍率等については公表されていないこと

から算入していない。 

【資料 5】最近３年間の志願者状況等 

一方、新潟県の平成 30 年度学校基本統計速報によると、新潟県内の専門学校にお

いて情報学部と学問として対象とする分野が同一であると考えられる工業関係の情
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報処理に関する学科等に在籍している生徒数は 1,230 人となっている。 

【資料 6】専門学校の学科別生徒数 

このように、情報学部との競合が想定される新潟県内の大学の学部・学科では、18

歳人口の減少期においても安定した志願者数の確保と志願倍率や入学定員充足の状

況を維持しているとともに、情報学部と学問として対象とする分野が同一であると

考えられる新潟県内の専門学校の学科等においても一定数の在籍者が存在している

ことから、情報学部の学生確保については見通しがあると考えている。 

 

６ 専門の調査機関による進学意向調査結果 

開志専門職大学の設置計画は、新潟県内における 18歳人口の動向や大学進学状況、

類似学部等の設置状況、新潟県内の大学を巡る現状と課題などを踏まえたうえで計

画していることから、十分な学生確保が見込めるものと考えられるが、開志専門職大

学の設置計画を策定するにあたり、学生確保の見通しを計量的な数値から確認する

ことを目的として、設置圏域を中心に所在する高等学校の 2 年生に対する進学意向

に関するアンケート調査を実施した。 

【資料 7】開志専門職大学に関するニーズ調査【高校生対象調査】結果報告書 

１）事業創造学部 

事業創造学部の趣旨目的や教育内容等が地域的な進学需要の動向等を踏まえたも

のであるかを検証するために、設置圏域を中心に所在する高等学校の 2 年生を対象

に、学部学科の名称、設置の理念、養成する人材像、設置場所、アクセス、学生納付

金、競合する大学の学部学科等の名称を明示したうえで、事業創造学部への入学の意

志を確認するための設問を含むアンケート調査を実施した。 

その結果、開志専門職大学を「受験したいと思う」と答えた 617 人のうち、事業創

造学部へ「入学したいと思う」と回答した者は 17.3％にあたる 107 人となっており、

また、「専門職大学に進学」又は「私立大学に進学」と回答した者で、開志専門職大

学の「事業創造学部に入学したい」回答した者は、入学定員 80 人の約 81％にあたる

65 人となっている。 

【資料 7】開志専門職大学に関するニーズ調査【高校生対象調査】結果報告書 

     （6 ページ目） 

このように、新潟県及び隣接する長野県、富山県、山形県、福島県に所在する一部

の高等学校に在籍している高校生に対する調査結果においても、専門職大学として

設置する事業創造学部への一定の進学意向が確認されていることから、学生確保の



7 
 

見通しがあるものと考えられる。 

また、専門職大学は新たな学校制度であることから、今後、制度面や教育面及び組

織面などの観点から、既設の大学や専門学校との違いについて積極的な情報を発信

し、専門職大学としての事業創造学部に対する受験生の理解を得ることで、より多く

の学生の確保につながるものと考えられる。 

２）情報学部 

情報学部の趣旨目的や教育内容等が地域的な進学需要の動向等を踏まえたもので

あるかを検証するために、設置圏域を中心に所在する高等学校の 2 年生を対象に、

学部学科の名称、設置の理念、養成する人材像、設置場所、アクセス、学生納付金、

競合する大学の学部学科等の名称を明示したうえで、情報学部への入学の意志を確

認するための設問を含むアンケート調査を実施した。 

その結果、開志専門職大学を「受験したいと思う」と答えた 617 人のうち、情報学

部へ「入学したいと思う」と回答した者は 19.0％にあたる 117 人となっており、ま

た、「専門職大学に進学」又は「私立大学に進学」と回答した者で、開志専門職大学

の「情報学部に入学したい」回答した者は、入学定員 80 人の約 73％にあたる 58 人

となっている。 

【資料 7】開志専門職大学に関するニーズ調査【高校生対象調査】結果報告書 

    （8 ページ目） 

このように、新潟県及び隣接する長野県、富山県、山形県、福島県に所在する一部

の高等学校に在籍している高校生に対する調査結果においても、専門職大学として

設置する情報学部への一定の進学意向が確認されていることから、学生確保の見通

しがあるものと考えられる。 

また、専門職大学は新たな学校制度であることから、今後、制度面や教育面及び組

織面などの観点から、既設の大学や専門学校との違いについて積極的な情報を発信

し、専門職大学としての情報学部に対する受験生の理解を得ることで、より多くの学

生の確保につながるものと考えられる。 

     

    ７ 学生の通学に至便な立地条件 

新潟県は、地理的に下越地方・中越地方・上越地方・佐渡地方の 4 つの地域に分け

られており、本学が位置する新潟市は、県北東部の下越地方に位置する県庁所在地で、

愛知県名古屋市に次ぐ、中部地方で 2 番目の人口約 80 万人（平成 30 年 9 月現在）を

擁する本州の日本海側最大の都市で、唯一の政令指定都市であり、甲信越地方における
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芸術文化や政治経済の中心的な役割をなしている。 

本学の最寄り駅である新潟駅は新潟市の中心駅で、首都圏と新潟県を結ぶ上越新幹

線の終点であり、また、本州日本海側の交通結節点としての機能を担うとともに、鉄道

以外の公共交通機関も含めた新潟都市圏のターミナルで、新潟県全域や群馬県、長野県

をはじめとする隣接圏域からの通学も十分に可能な通学に至便な立地となっているこ

とから、学生確保が見込めるものと考えている。 

【資料 8】新潟市の位置関係図 

 

  ウ 学生納付金の設定の考え方 

学生納付金については、専門職大学の運営に係る財務的な視点と学生納付金の学

生への還元など受益者に対する説明責任の観点を踏まえるとともに、設置圏周辺地

域における同分野の学部・学科を設置している私立大学の学生納付金の設定状況を

勘案したうえで、完成年度における教育研究経費比率や経常経費依存率を見極めつ

つ、大学の運営上における人件費及び教育研究や管理運営に係る経常経費等の財務

予測による実質的な採算分岐点に基づく金額として設定している。 

【資料9】設置圏周辺地域における同分野の学部・学科の学生納付金一覧 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

学生確保に向けた具体的な取組状況としては、キャンパスガイドやパンフレット等

の印刷物の配布をはじめ、ホームページや高校生向けのＳＮＳ等の電子媒体による情

報の提供、新聞、雑誌、車内広告等の各種メディアを活用したＰＲ活動を行うとともに、

資料等請求者に対するダイレクトメールによる各種情報の提供を行うこととしている。 

また、高等学校訪問、オープンキャンパス、高校教員向け説明会、保護者向け説明会

をはじめ各地域における進学相談会などの開催を通じて、学部・学科の理念、養成する

人材像、学位授与方針・教育課程編成の方針・入学者の受入方針をはじめ、学生生活を

通した活動や想定される進路など様々な教育情報について、設置圏域を中心とする高

校生や保護者に対して広く周知を図ることとしている。 

１ 高等学校訪問 

高校訪問を中心とする個別募集活動に向けた募集戦略の強化を図ることとしており、

具体的には、入試業務全般を所管し、募集広報に係る高校訪問を専門とする入試広報課

の職員が中心となって、新潟県や隣接県の高等学校を中心とした重点募集対象地域の

選定から最重点訪問校や重点訪問校のセグメントによる高等学校募集訪問計画の策定
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と特別指定高校枠の設定により、新潟県内の高等学校及び隣接県内の高等学校からの

確実な入学者の確保を目指すこととする。 

【資料 10】 学生確保に向けた具体的な取組（高等学校訪問の具体的計画／訪問時期・

実施体制・訪問エリア・訪問学校数（目標数）等） 

高等学校訪問は、募集対象者が多数在籍している高等学校の教員に対して、本学の

様々な教育情報を直接的に周知することができるとともに、継続的な訪問活動を行う

ことで、高等学校の教員との信頼関係を築くことができるものであり、高等学校の教員

との信頼関係が構築できた場合には、高校内での生徒に対する進学説明会の実施をは

じめ、当該専門分野に進学を希望している生徒の紹介をしてもらえるなどの効果が期

待される。 

 

２ オープンキャンパス 

本学への入学を希望・考慮している高校生やその保護者を対象として、施設内を積極

的に公開し、本学への関心を深めてもらうための入学促進イベントとして、オープンキ

ャンパスの実施を予定しており、学長予定者や学部長予定者による講演、在学生や教職

員による施設見学会、教員予定者による模擬授業、大学で学べる学問内容、取得可能資

格、入学者選抜制度、大学生活についての個別相談や質問を受け付けるなど、受験生や

保護者との対面による丁寧な説明を行うことにより、本学への関心を深めてもらうと

ともに、よりミスマッチの少ない学生を入学させることの効果が期待される。 

【資料 10】 学生確保に向けた具体的な取組（オ－プンキャンパスの具体的計画／実施

時期・実施内容・来場者見込み者数等） 

 

３ 高校教員向け説明会 

  本学の教育・研究活動等に関する理解を深めてもらうための情報提供の機会を設け

ることにより、高等学校教員の高校生への進路指導に役立ててもらうことを目的とし

て、新潟県や隣接県に所在している高等学校の教員を対象とする説明会を開催する予

定としており、学長予定者による大学紹介、学部別の個別説明、開学初年度の入試概要、

奨学金等の大学施設の見学など、高等学校の教員と本学の教職員との対面による丁寧

な説明を行うこととしており、本学の教育・研究活動等に関する理解を深めてもらうた

めの情報提供の機会を設けることにより、高等学校の教員が本学への進学を希望する

生徒に対する進路指導の際に役立ててもらうことの効果が期待される。 

  【資料 10】 学生確保に向けた具体的な取組（高校教員向け説明会の具体的計画／実施
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方法・開催予定エリア等） 

 

４ 保護者向け説明会 

本学の教育・研究活動等に関する理解を深めてもらうために、本学への進学を希望し

ている高校生の保護者を対象とする説明会を開催する予定としており、学長予定者に

よる大学紹介、学部長予定者による学部紹介、教育研究の実施体制、学生生活の支援体

制、就職活動の指導体制、想定される卒業後の進路、学費や奨学金制度、大学や学部の

施設情報など、保護者が求めている情報を中心に本学の教職員による丁寧な説明を行

うことにより、本学への進路決定を促すことへの効果が期待される。 

【資料 10】 学生確保に向けた具体的な取組（保護者向け説明会の具体的計画／実施時

期・実施方法・実施内容・来場者見込み者数等） 

 

５ 進学相談会 

全国の主要な都市で開催される民間業者が主催する進学相談会への参加を予定して

おり、大学・学部資料の配付や学部紹介ＤＶＤの放映から、学位授与・教育課程編成・

入学者受入の方針、選抜方法の種類や試験科目、書類審査、学力試験、面接試験、小論

文試験などの実施方法、授業科目や講義等の内容、取得可能な資格、想定される卒業後

の進路、大学周辺の施設や環境、下宿やアパート物権などに関する情報を広く提供する

ことにより、新潟県及び隣接県の高等学校からの学生を確保することの効果が期待さ

れる。 

【資料 10】学生確保に向けた具体的な取組（進学相談会の具体的計画／実施時期・開

催予定エリア・来場者見込み者数等） 

 

６ 専門職大学の優位性を示した学生確保－専門学校との違いの説明について－ 

学生募集における専門職大学と専門学校との違いの説明について、専門職大学は、大

学制度の中に、実践的な職業教育に重点を置いた仕組みとして制度化されたものであ

り、産業界との密接な連携により、専門職業人材の養成強化を図り、また、大学への進

学を希望する者にとっても新たな選択肢が広がるものであることについて説明し、専

門職大学に対する理解を求めることとする。 

そのうえで、専門職大学と専門学校との違いについて、制度面や教育面及び組織面の

観点から、詳細かつ具体的に説明することとしている。 

具体的には、制度面においては、専門職大学は、大学制度に位置づくものであり、専
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門職大学卒業者には「学士（専門職）」の学位が授与され、この学位は「学士」相当の

ものであること、及び専門学校は、「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又

は教養の向上を図る」ことを目的とするのに対して、専門職大学は、「深く専門の学芸

を教授研究し、専門職を担うための実践的かつ応用的な能力を育成・展開する」ことを

目的としていることについて説明する。 

教育面においては、専門学校は、「特定職種の実務に直接必要となる知識や技能の教

育」を行うのに対して、専門職大学は、「幅広い教養や学術研究の成果に基づく知識・

理論とその応用の教育」を行うこと、また、専門職大学は、「産業界と連携した教育課

程の編成や、豊富な実習・実務家教員の積極的起用など、専門学校教育の長所を取り入

れつつ、高度な実践力の裏付けとなる理論や、豊かな創造力の基盤となる関連他分野に

ついても学ぶ」ことについて説明する。 

組織面では、専門学校では、実務に関する経験を有する教員を中心としているのに対

して、専門職大学では、理論を中心とする中核的な科目に、教育上、研究上又は実務上

の優れた知識、能力及び実績を有する教員を配置したうえで、実務家教員を教員組織の

中に積極的に位置づけ、その半数以上は研究能力を併せ有する実務家教員を配置して

いることについて説明する。 

そのうえで、専門職大学の主な特徴として、「豊富な実習で、就職後に役立つ高度な

実践力を身に付ける」、「理論に精通した研究者と、各業界の現場経験豊富な実務家の両

方から授業を受けられる」、「学外の企業等での 600時間以上の実習を通して、実際の現

場で知識と技術を学び、問題解決できる思考力を身に付ける」、「一つの専門にとどまら

ない学びにより、新しいアイデアを生み出せる人材、就職した業界・職業の変化をリー

ドする人材になれる」、「卒業生には学士（専門職）の学位が授与される」ことなど、専

門職大学である本学の優位性を示しながら、既設の専門学校との違いについての理解

を図ることで、学生確保に繋げることとする。 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

１ 研究対象とする学問分野及び教育研究上の目的 

１）事業創造学部 

事業創造学部では、組織として研究対象とする中心的な学問分野を「経営学分野」

として、「経営分野の専門的な知識と技術及び技能の定着と実践力の深化を図り、実

社会や職業とのかかわりを通して、高い職業意識や職業観と規範意識、人間関係力に
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根ざした実践力を高めるとともに、課題を探求し解決する基礎的な能力を養い、地域

の資源を新商品や新サービスの開発に活用できる創造的な能力を育てる」ことを教

育研究上の目的とする。 

  ２）情報学部 

情報学部では、組織として教育研究対象とする中心的な学問分野を「情報学分野」

として、「情報分野の専門的な知識と技術及び技能の定着と実践力の深化を図り、実

社会や職業とのかかわりを通して、高い職業意識や職業観と規範意識、人間関係力に

根ざした実践力を高めるとともに、課題を探求し解決する基礎的な能力を養い、情報

技術を生活様式や様々なサービスなどの充実と向上に活用できる創造的な能力を育

てる」ことを教育上の目的とする。 

   

２ 養成する人材と習得させる能力 

１）事業創造学部 

事業創造学部では、「職業人としての倫理観や道徳意識、起業家精神などを身に付

け、起業家、事業承継者、企業内起業家として、事業活動や商品開発を行うために必

要となる専門的な知識と能力に加えて、地域の魅力や特徴に関する知識を有し、地域

の資源を新商品や新サービスに活用するための能力と消費者の視点に立って正しく

問題を解決するための考え方を身に付けて、地域経済の活性化に貢献できる人材」を

養成することとしている。 

この養成する人材の目的を達成するために、以下の通り、学位授与の方針を定める

こととし、教育課程における「基礎科目」、「職業専門科目」、「展開科目」及び「総合

科目」の各科目群に配置している講義と演習や実習を通して、「職業を担うための実

践的な能力」と「創造的な役割を担うための応用的な能力」を養うための教育を展開

する。 

養成する人材の目的を達成するための学位授与の方針は、以下の通りとする。 

１ 職業人としての望ましい心構えや人間性と自律・自立して学習できる能力と態

度を有し、現代社会に関する幅広い知識や汎用的技能を身に付けている。 

２ 事業活動に必要となる経営管理、マーケティング、会計に関する知識と能力を有

し、商品やサービスを企画・開発し、販売活動を行う能力を身に付けている。 

３ 地域の魅力や特徴を理解し、地域の資源を活用するための知識や方法と高い付加

価値を生み出すための問題や課題を解決していく能力を身に付けている。 

４ 個別に学修した事業活動や商品開発に関する知識や技能を総合し、地域の特徴や
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資源を活用しながら新商品や新サービスを創り出す能力を身に付けている。 

  ２）情報学部 

情報学部では、「職業人としての職業観や倫理観、豊かな人間性とともに、情報技

術者としての専門的な知識や技能と実際に活用する能力に加えて、地域社会や産業

界を取り巻く現状に関する知識を有し、正しく問題や課題を解決するための考え方

とユーザーの視点に立った新商品や新サービスを企画・開発するための基礎的な能

力を身に付けて、地域社会の情報化に貢献できる人材」を養成する。 

この養成する人材の目的を達成するために、以下の通り、学位授与の方針を定める

こととし、教育課程における「基礎科目」、「職業専門科目」、「展開科目」及び「総合

科目」の各科目群に配置している講義と演習や実習を通して、「職業を担うための実

践的な能力」と「創造的な役割を担うための応用的な能力」を養うための教育を展開

する。 

養成する人材の目的を達成するための学位授与の方針は、以下の通りとする。 

１ 職業人としての望ましい心構えや人間性と自律・自立して学習できる能力と態度

を有し、現代社会に関する幅広い知識や汎用的技能を身に付けている。 

２ 情報技術者として必要となる情報と情報技術に関する専門的な知識と技能を有

し、情報の処理・伝達・管理とそれらを活用する能力を身に付けている。 

３ 地域社会や産業界を取り巻く現状の認識のもと、商品やサービスをユーザーの立

場から考え、問題や課題を正しく解決していく能力を身に付けている。 

４ 個別に学修した情報技術に関する知識や技能と活用する能力を総合し、ユーザー

の視点に立った新商品や新サービスを創り出す能力を身に付けている。 

   

② 上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的

な根拠 

１ 社会的な要請 －国や地域が取組む政策等－ 

  １）事業創造分野の動向 

経済産業省が掲げている地域イノベーションでは、「地域経済の活性化を図ってい

くためには、地域の潜在能力を結集してイノベーションを創出し、新事業・新産業を

起こすことが必要」としており、また、中小企業地域資源活用促進法では、「地域経

済が自立的・持続的な成長を実現していくために、各地域の強みである地域資源（産

地の技術、農林水産品、観光資源）を活用した中小企業の新商品・新サービスの開発・

市場化を総合的に支援する」としており、「新事業や新産業を起こすこと」及び「地
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域資源を活用した新商品や新サービスの開発・市場化」が求められている。 

【資料 11】経済産業省ホームページ（抜粋） 

中小企業庁ホームページ（抜粋） 

一方、新潟県の「にいがた未来創造プラン」では、「厚みのある産業基盤や多様な

地域資源など、地域の個性を大切にしながら、産業の振興と高付加価値化を図るとと

もに、本県の魅力や強みを最大限にアピールし、人流・物流の活発化の流れを本県の

活力や賑わいにつなげていく」として、高い付加価値を生み出す企業の創出・成長促

進にむけて、「高い付加価値を生む新事業・新業態への展開、技術開発や経営革新、

外部リソースの活用・連携など、中小企業を含めた意欲ある県内企業等の新たな取組

を支援する」としており、「厚みのある産業基盤や多様な地域資源など、地域の個性

を大切にしながら、産業の振興と高付加価値化を図る」ことが求められている。 

【資料 12】新潟県総合計画 にいがた未来創造プラン（抜粋） 

このように、国や地域では、地域経済の活性化を図るためには、「新事業・新産業

を起こすことが必要である」としており、その際、「各地域の強みである地域資源を

活用した新商品・新サービスの開発・市場化」や「多様な地域資源など、地域の個性

を大切にしながら、産業の振興と高付加価値化を図る」など、「地域の資源を活用す

る」ことが重要であるとしている。 

上記のような社会的ニーズに対応するためには、専門職を担うための理論にも裏

付けられた高度な実践力としての「事業活動や商品開発に関する専門的な知識や能

力」が必要であり、加えて、職業分野において創造的な役割を担うための応用的な能

力としての「地域資源を活用した新商品や新サービスを開発・市場化するために必要

となる知識や能力」の育成が必要であることから、専門職大学として設置する事業創

造学部における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、社会的、地域

的な人材需要の動向等を踏まえたものであると考えられる。 

２）情報分野の動向 

一般社団法人日本機械工業連合会が、平成30年3月に公開した「平成29年度 

IoT・AI 時代のものづくりと人の役割変化への対応調査研究」の中の「求められる

人材と組織」では、「新時代に求められる能力」として、「全体俯瞰力、想像力、論

理的思考力、本質を見抜く教養力、デザイン思考力、説得力、課題設定力」を挙げ

ており、情報技術に関する知識や技術に加えて、新しい製品や今までにないサービ

スの開発・提供を可能とするために必要となる創造力が求められている。 

【資料13】平成29年度 IoT・AI 時代のものづくりと人の役割変化への対応調査研
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究（抜粋） 

一方、新潟県の「にいがた未来創造プラン」では、成長産業の創出や育成に向け

て、「将来性が見込まれる産業分野及び新たな成長分野への県内企業の参入促進に

向けた支援に努めるとともに、ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータなどの活用を促進する

ことで生産性の向上を図り、本県産業の付加価値の向上を実現する」としており、

「ＡＩやＩｏＴ、ビッグデータなどの活用による生産性の向上を図る」ことが求め

られている。 

【資料14】新潟県総合計画 にいがた未来創造プラン（抜粋） 

また、新潟県が策定した「新潟県情報化プラン」では、地域情報化として「新潟

県『夢おこし』政策プラン」が掲げる「将来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現

をＩＣＴ活用の観点から推進し、快適・安全・豊かなくらしの実現や地域の活性化

に取組む」としており、同様に、行政情報化として、「新潟県行政経営改革推進ビ

ジョン」を踏まえて、「ＩＣＴ活用による行政経営の高度化及び効率化の更なる推

進に取組む」こととしており、「ＩＣＴ活用による快適・安全・豊かなくらしの実

現や地域の活性化」や「ＩＣＴ活用による行政経営の高度化及び効率化」が求めら

れている。 

【資料15】新潟県情報化プラン（抜粋） 

上記のような社会的ニーズに対応するためには、専門職を担うための理論にも裏

付けられた高度な実践力としての「情報技術者としての専門的な知識や技能と実際

に活用する能力」が必要であり、加えて、職業分野において創造的な役割を担うため

の応用的な能力としての「ユーザーの視点に立った新商品や新サービスを企画・開発

するための基礎的な能力」の育成が必要であることから、専門職大学として設置する

情報学部における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、社会的、地

域的な人材需要の動向等を踏まえたものであると考えられる。 

 

２ 開志専門職大学の卒業生の採用意向に関する調査結果 

開志専門職大学の設置計画を策定するうえで、本学において養成する人材が地域的

な人材需要の動向等を踏まえたものであることや本学で養成する人材に対する企業・

団体等の採用意向について検証するために、新潟県をはじめ18都府県に所在する企

業・団体等を対象として、開志専門職大学を卒業した者への採用意向に関するアンケ

ート調査を実施した。 

１）事業創造学部 
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開志専門職大学の事業創造学部の社会的な必要性については、回答件数343件の

約88.9％にあたる305件が「必要だと思う」と回答しており、事業創造学部の特色

については、約79.0％が「魅力がある」と回答している。 

また、事業創造学部を卒業した者に対する採用意向については、回答件数343件

の約71.7％にあたる246件が「採用したいと思う」と回答しており、さらに、事業

創造学部を卒業した者に対する毎年の採用想定人数を合計は294人となっており、

このような新潟県をはじめ18都府県に所在する企業・団体等に限定した調査結果に

おいても、事業創造学部で学んだ卒業生への高い採用意向がうかがえることから、

卒業後の進路は十分に見通しがあるものと考えられる。 

【資料16】 開志専門職大学に関するニーズ調査【企業・団体対象調査】 

結果報告書 

２）情報学部 

開志専門職大学の情報学部の社会的な必要性については、回答件数343件の約

93.9％にあたる322件が「必要だと思う」と回答しており、情報学部の特色につい

ては、約84.3％が「魅力がある」と回答している。 

また、情報学部を卒業した者に対する採用意向については、回答件数343件の約

77.6％にあたる266件が「採用したいと思う」と回答しており、さらに、情報学部

を卒業した者に対する毎年の採用想定人数の合計は367人となっており、このよう

な新潟県をはじめ18都府県に所在する企業・団体等に限定した調査結果において

も、情報学部で学んだ卒業生への高い採用意向がうかがえることから、卒業後の進

路は十分に見通しがあるものと考えられる。 

【資料16】 開志専門職大学に関するニーズ調査【企業・団体対象調査】 

結果報告書 
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【資料 1】
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【資料１】

高等学校の学年別生徒数

新潟県の高等学校(全日制)の生徒数　(平成30年度)

1年生 2年生 3年生

生徒数(人) 17,976 18,571 18,215

(平成30年度学校基本調査統計速報より)

中学校の学年別生徒数

新潟県の中学校の生徒数　(平成30年度)

1年生 2年生 3年生

生徒数(人) 17,732 18,519 19,064

(平成30年度学校基本調査統計速報より)

高等学校の進路別卒業者の推移

高等学校卒業者の大学等進学状況

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

卒業者数 21,246 19,626 19,873 19,479 19,427

大学等進学者 9,559 9,200 9,285 9,091 8,799

大学等進学率 45.0% 46.9% 46.7% 46.7% 45.3%

(平成30年度学校基本調査統計速報より)

県内県外別の進学者推移

新潟県の高等学校(全日制・定時制)及び中等教育学校の卒業者(過年度卒業者を含む)

の県内県外別大学等進学者

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

進学者数 10,701 10,476 10,343 10,201 9,973

県内進学者数 4,113 3,908 4,023 3,872 3,857

県外進学者数 6,588 6,568 6,320 6,329 6,116

県外進学率 61.6% 62.7% 61.1% 62.0% 61.3%

(新潟県 平成29年度大学等進学状況調査より)
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１３．学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類

【資料 2】
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１３．学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類

【資料 3】
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【資料３】

最近５年間の近隣県別の入学者状況

(単位：人)
平成30年 平成29年 平成28年 平成27年 平成26年 5年平均

長野県 244 255 279 289 264 266
群馬県 192 206 216 171 169 191
富山県 163 193 197 185 198 187
山形県 305 292 252 300 279 286
福島県 279 301 264 259 281 277
秋田県 188 177 198 156 180 180

合計 1,371 1,424 1,406 1,360 1,371 1,386

(単位：人)
平成30年 平成29年 平成28年 平成27年 平成26年 5年平均

長野県 110 105 108 119 87 106
群馬県 31 44 39 31 29 35
富山県 37 40 42 52 41 42
山形県 114 94 88 102 95 99
福島県 109 102 98 85 84 96
秋田県 52 24 49 33 35 39

合計 453 409 424 422 371 416

※H26年度～H30年度学校基本調査　出身高校の所在地県別入学者数より作成

※H26年度～H30年度学校基本調査　出身高校の所在地県別入学者数より作成

最近5年間の隣接県別の入学者状況(国立・公立・私立合計)

最近5年間の隣接県別の入学者状況(私立のみ)
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１３．学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類

【資料 4】
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【資料４】

学部別の志願者・入学者動向 

学部別の志願者・入学者動向 (経営学部)

年度 入学定員(人) 志願者数(人) 倍率 入学者数(人)
入学定員

充足率(％)
平成26年4月 25,083 188,841 7.53 25,498 101.65
平成27年4月 24,708 193,204 7.82 25,687 103.96
平成28年4月 25,244 212,639 8.42 26,598 105.36
平成29年4月 25,796 239,665 9.29 27,888 108.11
平成30年4月 25,431 268,888 10.57 27,037 106.32
５か年平均 25,252 220,647 8.74 26,542 105.11%

学部別の志願者・入学者動向 (情報科学部)

年度 入学定員(人) 志願者数(人) 倍率 入学者数(人)
入学定員

充足率(％)
平成26年4月 1,186 17,469 14.73 1,262 106.41
平成27年4月 1,166 18,776 16.10 1,320 113.21
平成28年4月 1,166 19,271 16.53 1,256 107.72
平成29年4月 1,046 19,740 18.87 1,139 108.89
平成30年4月 1,046 22,836 21.83 1,075 102.77
５か年平均 1,122 19,618 17.49 1,210 107.88%

日本私立学校振興・共済事業団 「平成３０（２０１８）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」
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１３．学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類

【資料 5】
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【資料５】

最近3年間の志願者状況等

事業創造学部との競合が想定される新潟県の大学

大学名 学部・学科
入学
定員 年度 入試区分 募集人員 志願者数 志願倍率 入学者数

入学定員
充足率

新潟経営大学 経営情報学部 平成28年4月 全入試合計 120 180 1.50 99 82.5%

　経営情報学科 120 平成29年4月 全入試合計 120 210 1.75 106 88.3%

平成30年4月 全入試合計 120 187 1.56 103 85.8%

120 192 1.60 103

新潟産業大学 経済学部 平成28年4月 全入試合計 80 114 1.43 77 96.3%

　経済経営学科 80 平成29年4月 全入試合計 80 119 1.49 72 90.0%

平成30年4月 全入試合計 80 132 1.65 65 81.3%

80 122 1.52 71

長岡大学 経済経営学部 平成28年4月 全入試合計 80 127 1.59 85 106.3%

　経済経営学科 80 平成29年4月 全入試合計 100 150 1.50 121 121.0%

平成30年4月 全入試合計 100 187 1.87 121 121.0%

93 155 1.66 109

新潟国際情報大学 経営情報学部 平成28年4月 全入試合計 150 383 2.55 185 123.3%

　経営学科 85 平成29年4月 全入試合計 150 358 2.39 200 133.3%

平成30年4月 全入試合計 85 359 4.22 105 123.5%

128 367 2.86 105

422 835 1.98

情報学部との競合が想定される新潟県の大学

大学名 学部・学科
入学
定員 年度 入試区分 募集人員 志願者数 志願倍率 入学者数

入学定員
充足率

新潟国際情報大学 経営情報学部 平成28年4月 全入試合計 150 383 2.55 185 123.3%
　情報システム学科 65 平成29年4月 全入試合計 150 358 2.39 200 133.3%

平成30年4月 全入試合計 65 294 4.52 84 129.2%(平成28年・平成29年は情報文化学部
(情報コ－ス、経営コ－ス)の数値)

3年間の平均

3年間の平均

3年間の平均

3年間の平均
(平成28年・平成29年は情報文化学部

(情報コ－ス、経営コ－ス)の数値)

4大学の 3年間の平均志願状況
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１３．学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類

【資料 6】
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【資料６】

専門学校の学科別生徒数

平成30年度学校基本統計速報(学校基本調査の結果速報)

第１2表　専修学校の課程別・学科別生徒数（公立・私立） 単位：人、％

構成比

148 148 14,565 14,253 559 481 15,272 14,882 100.0 △ 390 △2.6

- - 1,967 2,043 - - 1,967 2,043 13.7 76 3.9

土 木 ・ 建 築 - - 407 418 - - 407 418 2.8 11 2.7

電 気 ・ 電 子 - - 50 49 - - 50 49 0.3 △ 1 △2.0

自 動 車 整 備 - - 273 236 - - 273 236 1.6 △ 37 △13.6

機 械 - - 9 10 - - 9 10 0.1 1 11.1

情 報 処 理 - - 1,140 1,230 - - 1,140 1,230 8.3 90 7.9

そ の 他 - - 88 100 - - 88 100 0.7 12 13.6

- - 290 275 - - 290 275 1.8 △ 15 △5.2

農 業 - - 177 180 - - 177 180 1.2 3 1.7

園 芸 - - 45 41 - - 45 41 0.3 △ 4 △8.9

そ の 他 - - 68 54 - - 68 54 0.4 △ 14 △20.6

- - 3,543 3,555 - - 3,543 3,555 23.9 12 0.3

看 護 - - 2,206 2,207 - - 2,206 2,207 14.8 1 0.0

臨 床 検 査 - - 357 364 - - 357 364 2.4 7 2.0

鍼 ・ 灸 ・あ んま - - 69 66 - - 69 66 0.4 △ 3 △4.3

柔 道 整 復 - - 270 296 - - 270 296 2.0 26 9.6

理学・作業療法 - - 273 275 - - 273 275 1.8 2 0.7

そ の 他 - - 368 347 - - 368 347 2.3 △ 21 △5.7

1 - 2,314 2,224 - - 2,315 2,224 14.9 △ 91 △3.9

栄 養 - - 442 427 - - 442 427 2.9 △ 15 △3.4

調 理 1 - 731 710 - - 732 710 4.8 △ 22 △3.0

理 容 - - 32 34 - - 32 34 0.2 2 6.3

美 容 - - 595 595 - - 595 595 4.0 - -

製 菓 ・ 製 パ ン - - 380 323 - - 380 323 2.2 △ 57 △15.0

そ の 他 - - 134 135 - - 134 135 0.9 1 0.7

- - 1,576 1,400 - - 1,576 1,400 9.4 △ 176 △11.2

保 育 士 養 成 - - 583 573 - - 583 573 3.9 △ 10 △1.7

教 員 養 成 - - 434 361 - - 434 361 2.4 △ 73 △16.8

介 護 福 祉 - - 345 277 - - 345 277 1.9 △ 68 △19.7

社 会 福 祉 - - 210 189 - - 210 189 1.3 △ 21 △10.0

そ の 他 - - 4 - - - 4 - - △ 4 △100.0

- - 1,193 1,189 - - 1,193 1,189 8.0 △ 4 △0.3

商 業 - - 219 218 - - 219 218 1.5 △ 1 △0.5

経 理 ･ 簿 記 - - 322 306 - - 322 306 2.1 △ 16 △5.0

秘 書 - - 27 38 - - 27 38 0.3 11 40.7

経 営 - - 11 20 - - 11 20 0.1 9 81.8

情 報 - - 19 15 - - 19 15 0.1 △ 4 △21.1

ビ ジ ネ ス - - 525 489 - - 525 489 3.3 △ 36 △6.9

そ の 他 - - 70 103 - - 70 103 0.7 33 47.1

9 1 212 211 - - 221 212 1.4 △ 9 △4.1

和 洋 裁 9 1 117 122 - - 126 123 0.8 △ 3 △2.4
ファッションビジ
ネ ス

- - 95 89 - - 95 89 0.6 △ 6 △6.3

そ の 他 - - - - - - - - - - …

138 147 3,470 3,356 559 481 4,167 3,984 26.8 △ 183 △4.4

音 楽 - - 154 167 - - 154 167 1.1 13 8.4

美 術 - - 95 100 - - 95 100 0.7 5 5.3

デ ザ イ ン - - 469 446 - - 469 446 3.0 △ 23 △4.9

外 国 語 - - 140 150 - - 140 150 1.0 10 7.1

演 劇 ・ 映 画 - - 143 117 - - 143 117 0.8 △ 26 △18.2

写 真 - - 21 13 - - 21 13 0.1 △ 8 △38.1

通 訳 ・ ガ イ ド - - 128 148 - - 128 148 1.0 20 15.6

受 験 ・ 補 習 - - - - 559 481 559 481 3.2 △ 78 △14.0

動 物 - - 198 253 - - 198 253 1.7 55 27.8

法 律 行 政 - - 940 926 - - 940 926 6.2 △ 14 △1.5

ス ポ ー ツ 138 147 475 463 - - 613 610 4.1 △ 3 △0.5

そ の 他 - - 707 573 - - 707 573 3.9 △ 134 △19.0

率
区分

高等課程 専門課程 一般課程 合計 対前年増減

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度
平成30年度

実数

商 業 実 務 関 係

合 計

工 業 関 係

農 業 関 係

医 療 関 係

衛 生 関 係

教 育 ・ 社 会 福 祉 関 係

服 飾 ・ 家 政 関 係

文 化 ・ 教 養 関 係

合計815
(事業創造学部
参考デ－タ)

合計1,230
(情報学部
参考デ－タ)
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【資料９】

設置圏周辺地域における同分野の学部・学科の学生納付金一覧

●各大学のホ－ムペ－ジに公表している平成30年度入学者を対象とした学生納付金金額を反映。
●諸会費(後援会費、同窓会、学友会費等)や学生保険加入費、教材購入費等は含まない。

事業創造学部と同分野の学部・学科の学生納付金一覧
(単位：千円)

大学名 学部・学科 入学金 授業料 施設設備費 実習費 学費合計

新潟経営大学
経営情報学部
　経営情報学科

200 670 320 50 1,040

新潟産業大学
経済学部
　経済経営学科

210 660 230 0 890

長岡大学
経済経営学部
　経済経営学科

200 650 300 0 950

新潟国際情報大学
経営情報学部
　経営学科

100 675 250 100 1,025

大学名 学部・学科 入学金 授業料 施設設備費 実習費 学費合計

開志専門職大学
事業創造学部
　事業創造学科

200 780 200 100 1,080

情報学部と同分野の学部・学科の学生納付金一覧
(単位：千円)

大学名 学部・学科 入学金 授業料 施設設備費 実習費 学費合計

新潟国際情報大学
経営情報学部
　情報システム学科

100 675 250 100 1,025

新潟工科大学 工学部
工学科知能機械・情報通信学系

200 880 250 150 1,280

大学名 学部・学科 入学金 授業料 施設設備費 実習費 学費合計

開志専門職大学
情報学部
　情報学科

200 960 240 180 1,380
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３．高校教員向け 随時開催 ○新潟県内・隣県公開会場、または各高校内に出張し説明会
　　説明会 を実施。

＜新潟県内開催予定エリア　１０カ所＞
新潟市、新発田市、村上市、三条市、長岡市、魚沼市、
柏崎市、上越市、妙高市、佐渡市
＜新潟隣県開催予定エリア　１０カ所＞
長野県：長野市、松本市、上田市
山形県：山形市、酒田市、鶴岡市
福島県：会津若松市、郡山市、福島市
富山県：富山市

○2019年1月22日に新潟県内の全工業高校の進路指導部が
集まる研究会において、大学概要説明を開催済み。

４．保護者向け オープンキャン ○オープンキャンパス開催時、募集対象者と別プログラム
　　説明会 パス同時開催 にて同時開催。学費、奨学金制度、想定される卒業後の

進路、一人暮らしに関する説明時間を多く設けることで、
保護者の求める情報を的確に伝えていく。

○保護者向け説明会　来場見込者数
２０１９年全１０回のオープンキャンパスにて
約１００名。

５．進学相談会 2019年 ○東日本の主要都市を中心に参加し、各会場において大学の
４～９月 特色について訴求する。

【参加予定　進学相談会 開催市】
４月：秋田市、弘前市、前橋市
５月：山形市、郡山市、福島市、会津若松市
６月：新潟市、長岡市、上越市、長野市、松本市、高崎市、
　　　富山市
７月：新潟市、長岡市、長野市、仙台市
９月：新潟市、福島市、郡山市、長野市、松本市、山形市、
　　　秋田市、仙台市

○進学相談会 来場者見込み者数
新潟県内合計：約１５０名、新潟県外合計：約１５０名
　計約３００名。

６．１～５以外 2019年 ○新潟県内、近隣県だけでなく全国から学生を積極的に募集
の施策について 2月以降 するため、WEBを利用する。
（各種WEB広報） ○広報活動を積極的に行う。SNSマーケティングを有効活用し

随時アクセス解析を行い各地域の市場動向を把握する。
活用SNS：LINE、Twitter、Youtube、Instagram、Facebook
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